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 日時： 令和７年１月９日（木） 午後７時  

 場所： 浜松市役所 北館１階 101･102 会議室   

 

 



　　　　令和７年度収支を再度推計したところ、以下のとおり、令和６年度保険料率と

　　　同率・同額でも、収支がとれる見込みである。

＜歳入＞ ＜歳出＞ (単位：百万円)

今回見込
(A)

前回見込
(B)

増減額
(A)-(B)

今回見込
(A)

前回見込
(B)

増減額
(A)-(B)

14,157 14,157 0 1,021 1,024 △ 3

468 468 50,415 50,415 0

51,276 51,267 9 19,700 19,500 200

4,577 4,580 △ 3 525 516 9

1,400 1,200 200 70 70 0

226 226 0 300 300 0

73 73 0

72,104 71,898 206 72,104 71,898 206

【参考】保険料収入と事業費納付金の推移

計 計

⑤繰越金

⑥その他

⑤保険料還付金

⑥償還金

⑦その他

①保険料 ①総務費

③県支出金

②保険給付費

④一般会計繰入金

③事業費納付金

②国庫支出金

④保健事業費

令和７年度見込

１ 令和７年度収支の見込み

科　目

令和７年度見込

科　目

R3 R4 R5 R6見込 R7見込

16,956 15,590 14,983 14,692 14,157

21,367 21,113 20,516 19,802 19,700

14,835 14,693 13,699 13,162 13,400

4,804 4,708 5,104 4,993 4,700

1,728 1,712 1,713 1,647 1,600

139,254 143,256 146,316 147,776 152,713

年間平均被保険者数(人) 153,439 147,380 140,217 134,000 129,000

※下線部は見込額

一人当たり事業費納
付金（円）

　介護分

(単位：百万円)

区　分

保険料収入額

事業費納付金

　医療分

　後期支援金分

170億円

156億円 150億円 147億円
142億円

214億円 211億円
205億円

198億円 197億円

100 億円

150 億円

200 億円

250 億円

R3 R4 R5 R6見込 R7見込

保険料収入額

事業費納付金
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２ 令和７年度の動き 

 

（１）保険料賦課限度額の引上げ 

    賦課限度額の引き上げについては、国の方針が示され、今年度内に政令が改正され

る予定である。浜松市は国民健康保険条例において、賦課限度額は政令どおりとする

と定めているため、賦課限度額を改正する政令が公布された場合は、改正内容に合わ

せて賦課限度額を引き上げることになる。 

区  分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

医療分 63 万円 65 万円 66 万円 

後期支援金分 19 万円 20 万円 22 万円 24 万円 26 万円 

介護分 17 万円 

 

 

（２）低所得者に対する保険料軽減判定基準額の見直し 

軽減措置の判定基準が、経済動向等により次のとおり見直される。 

軽減 

割合 

軽減判定基準額 

令和６年度 令和７年度 

７割 
43 万円＋（給与所得者等の数（※1）－１）

×10万円 

43 万円＋（給与所得者等の数（※1）－１）

×10万円 

５割 
43 万円＋（給与所得者等の数（※1）－１）

×10万円＋（29.5 万円×被保険者数（※2）） 

43 万円＋（給与所得者等の数（※1）－１）

×10万円＋（○万円×被保険者数（※2）） 

２割 
43 万円＋（給与所得者等の数（※1）－１）

×10万円＋（54.5 万円×被保険者数（※2）） 

43 万円＋（給与所得者等の数（※1）－１）

×10万円＋（○万円×被保険者数（※2）） 

※１ 一定の給与所得者（給与収入 55万円超）と公的年金等の支給（公的年金等の収入金額

60 万円超（65歳未満）又は 110 万円超（65歳以上））を受ける者。 

※２ 同じ世帯の中で、国民健康保険から後期高齢者医療へ移行した者を含む。 

 

（３）高額療養費制度の見直し 

令和６年 11 月 21 日の厚生労働省の社会保障審議会医療保険部会において、高額療

養費制度の見直しについての議論が開始された。自己負担限度額の引上げや所得区分

の細分化などの案が示され、被保険者の保険料負担軽減の観点から早期の見直しが検

討されている。 

 

（４）基礎控除の引上げ 

いわゆる「年収の壁」をめぐって基礎控除の引上げ等の議論がなされている中、総

務省の地方財政審議会は、令和７年度地方税制改正等に関する意見書を令和６年 11月

28 日に総務大臣に提出し、その中で、今般の議論に対し、「地方団体の声を聞きながら

丁寧な議論を行うことが必要である」と記した。 

 

未 定 
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２ 令和７年度の動き 

（１）保険料賦課限度額の引上げ               ……… P1 

（２）低所得者に対する保険料軽減判定基準額の見直し     ……… P1 
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